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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という。)を含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 提出会社の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利

益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

５ 提出会社は、平成16年8月12日付で、株式1株につき2株の株式分割を行っております。 

６ 提出会社の第94期の1株当たり年間配当額は、記念配当2円を含んでおります。 

回次 第93期中 第94期中 第95期中 第93期 第94期 

会計期間 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成15年 
  ８月31日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ２月29日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円) 38,980 38,485 37,041 83,419 80,582

経常利益 (百万円) 1,211 1,347 1,179 3,242 2,886

中間(当期)純利益 (百万円) 769 847 745 1,929 1,673

純資産額 (百万円) 23,286 25,617 27,173 24,877 26,459

総資産額 (百万円) 46,295 45,036 44,683 48,722 46,368

１株当たり純資産額 (円) 1,213.78 671.48 712.48 1,301.52 692.65

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 40.12 22.20 19.54 98.49 42.81

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.3 56.9 60.8 51.1 57.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △809 1,114 111 161 1,495

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △446 △224 85 △464 △602

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △241 △225 △171 △569 △312

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 2,258 3,536 3,484 2,870 3,446

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(人) 
1,107 

〔383〕

1,081

〔379〕

970

〔343〕

1,072 

〔384〕

986

〔379〕

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 35,757 35,571 34,015 77,029 74,696

経常利益 (百万円) 1,080 1,252 1,110 3,089 2,743

中間(当期)純利益 (百万円) 705 820 830 1,842 1,635

資本金 (百万円) 3,622 3,622 3,622 3,622 3,622

発行済株式総数 (株) 19,209,600 38,419,200 38,419,200 19,209,600 38,419,200

純資産額 (百万円) 20,979 23,297 24,916 22,574 24,140

総資産額 (百万円) 41,835 40,896 40,629 44,372 42,389

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 7.25 4.00 4.00 15.00 10.00

自己資本比率 (％) 50.1 57.0 61.3 50.9 56.9

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(人) 
741 

〔152〕

707

〔151〕

679

〔129〕

712 

〔153〕

672

〔149〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営んでおります事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含んでおりま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 従業員数は、当社から他社への出向者を含んでおりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

繊維製品の製造販売関連事業 844〔160〕

その他の事業 126〔183〕

合計 970〔343〕

従業員数(人) 679〔129〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景に引き続き設備投資が堅調に推移し、また、
雇用及び所得面の改善や持ち直しも進んだことから個人消費にも底堅さが見え、景気は緩やかな回復基調で推移い
たしました。 
衣料消費を取り巻く環境につきましては、紳士洋品における「クールビズ」効果など一部で好調な動きが見られ
ましたが、春先から初夏にかけて気温の低い日が続くなど天候不順もあって、全般的には厳しい状況が続きまし
た。 
このような環境のもと当社グループといたしましては、アパレル分野において、トレンド情報の分析に基づく商
品企画力の強化に努め、またウィークリー、マンスリー展示会の開催等により数量設定の高度化の進展、併せて協
力工場との連携強化を進めＱＲ体制を構築し、市場競争力のある商品の供給に努めてまいりました。また、専門店
チェーン向けを中心として当社グループの商品提案力と供給力を活かした企画提案型のＯＥＭを推進し業容の拡大
を図ってまいりました。テキスタイル分野におきましては、数年来推し進めております高付加価値でオリジナル性
の強い商品の企画提案を一層推進し、量から質への転換に努めてまいりました。 
その結果、当中間連結会計期間の連結売上高は37,041百万円（前年同期比3.8％減）となりました。利益面におき
ましては、連結経常利益は1,179百万円（前年同期比12.4％減）となり、連結中間純利益は745百万円（前年同期比
12.0％減）となりました。 
  

当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
  
繊維製品の製造販売関連事業 
アパレル分野につきましては、婦人洋品において、トップスのボレロ、アンサンブルなど羽織りアイテム、ボト

ムスのハーフパンツやターコイズベルト付デニムなど、トレンド訴求商品の提案を積極的に行いました。その結
果、専門量販店やＧＭＳ向けが好調に推移し、加えてカジュアル系専門店、ティーンズ・ヤング専門店などへの販
路拡大も進みました。子供洋品・ベビー服では、「マリー」、トイストーリーの「バズ」などディズニーキャラク
ターの新たな提案を行い、またラウンジウェアでも「ＥＤＷＩＮ」など団塊世代やファミリーをターゲットに絞っ
たブランド商品の拡販に取り組んでまいりました。しかし、両品目とも主力販路であるＧＭＳのキャラクター離れ
や、プライベートブランド化による影響が進んでいることなどにより苦戦いたしました。その結果、アパレル分野
全体では前年同期比微減収となりました。 
また、テキスタイル分野におきましては、原料や加工面などでオリジナル性の高い素材の積極的な提案と、ＳＰ
Ａ（製造小売業）へのＯＥＭ製品の取り組み強化などに努めてまいりましたが、アパレルメーカーの海外素材によ
る海外縫製が一層進んだことの影響などにより減収となりました。 
以上により、当セグメントの売上高は35,034百万円（前年同期比 4.2％減）、営業利益は 1,046百万円（前年同
期比15.1％減）となりました。 

  

その他の事業 
その他の事業につきましては、売上の主要部分を占める合成樹脂原料等の販売部門において、仕入れコスト面で

より有利な台湾・韓国など海外メーカーとの取り組み強化に努めました。また、不動産賃貸部門は、引き続き安定
した収益を上げることができました。以上により、当セグメントの売上高は2,006百万円（前年同期比4.4％増）、
営業利益は83百万円（前年同期比16.5％増）となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ38百万円（ 1.1％）増

加の3,484百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動により得られた資金は、税金等調整前中間純利益が1,459百万円となりましたが、国内仕

入よりも支払サイトが短い輸入仕入の増加などによる仕入債務の減少や法人税等の支払などにより、全体では111百万円となり、

前中間連結会計期間と比較して1,002百万円（ 90.0％）の減少となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動により得られた資金は、投資有価証券の取得による支出もありましたが、投資有価証券

の売却による収入などにより85百万円となりました（前中間連結会計期間は224百万円の支出）。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動により支出した資金は、配当金の支払などにより171百万円となり、前中間連結会計期間

と比較して54百万円（ 24.2％）の減少となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 金額は製造原価であります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

該当事項はありません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

繊維製品の製造販売関連事業 985 △15.4 

その他の事業 ― ― 

合計 985 △15.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

繊維製品の製造販売関連事業 26,033 △2.8 

その他の事業 1,973 5.3 

合計 28,007 △2.3 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

繊維製品の製造販売関連事業 35,034 △4.2 

その他の事業 2,006 4.4 

合計 37,041 △3.8 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

㈱しまむら 4,777 12.4 5,849 15.8



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

「当社の発行する株式の総数は、80,000,000株とする。ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を

減ずる。」 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年８月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年11月17日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 38,419,200 同左

東京証券取引所
市場第一部 
名古屋証券取引所 
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 38,419,200 同左

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年8月31日 ― 38,419 ― 3,622 ― 4,148



(4) 【大株主の状況】 

平成17年８月31日現在 

(注) 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエクイティインベストメンツ株式会社信

託口)の所有株式の議決権行使の指図権は、信託契約上、中央三井信託銀行株式会社の全額出資子会社であるCMTBエクイティ

インベストメンツ株式会社に留保されております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1千株含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の議決権の数には、証券保管振替機構名義の株式(議決権1個)は含まれておりません。 

３ 「単元未満株式」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式280株及び当社保有の自己株式488株がそれぞれ含まれて

おります。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社旭洋興産 
名古屋市天白区表山１―１―２
八事表山シティハウス301号 

9,773 25.44

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 1,010 2.62

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 867 2.25

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３―21―24 860 2.24

サンタンデ―ル インベストメ
ント ペンション ファンズ 
クライアンツ アカウント 
(常任代理人 株式会社 東京
三菱銀行カストディ業務部) 

ADVA  CANTABRIA  S/N  28660  BOADILLA 
DEL MONTE. MADRID. SPAIN 
  
(東京都千代田区丸の内２―７―１) 
  

830 2.16

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１―13―１ 800 2.08

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１―６―６ 686 1.78

滝  茂 夫 名古屋市千種区法王町２―15―１ 474 1.23

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社 
(三井アセット信託銀行再信託
分・CMTBエクイティインベスト
メンツ株式会社信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 400 1.04

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口４) 

東京都中央区晴海１―８―11 398 1.03

計 ― 16,101 41.91

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 280,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

37,889,000 
37,888 同上 

単元未満株式 
普通株式 

250,200 
― 同上 

発行済株式総数 38,419,200 ― ― 

総株主の議決権 ― 37,888 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年８月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

役職の異動 

  

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
タキヒヨー株式会社 

名古屋市中区丸の内 
二丁目20番19号 

280,000 ― 280,000 0.72

計 ― 280,000 ― 280,000 0.72

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 630 616 610 615 613 638

最低(円) 578 552 552 567 600 588

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 

  
  
アパレル事業部長 
  
  

常務取締役 
アパレル事業部長兼 
テキスタイル製品部 
管掌 
  

伊藤 安比古 平成17年9月1日

取締役 

  
テキスタイル事業部長兼 
貿易部長兼 
企画室長 
  

取締役 
テキスタイル事業部長兼
貿易部長兼 
企画開発室長 

滝 一夫 平成17年9月1日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

ただし、当中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

ただし、当中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書きに

より、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年３月１日

から平成17年８月31日まで)及び当中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２   3,592 3,534   3,503 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

    19,272 18,205   20,829 

３ たな卸資産     4,672 4,312   4,230 

４ その他     1,188 1,449   1,004 

５ 貸倒引当金     △56 △23   △65 

流動資産合計     28,669 63.7 27,478 61.5   29,503 63.6

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産           

１ 建物及び 
  構築物 

※１   2,064 1,918   1,975 

２ 土地     4,484 4,484   4,484 

３ その他 ※１   846 859   814 

有形固定資産 
合計 

    7,395 16.4 7,261 16.2   7,273 15.7

(2) 無形固定資産     37 0.1 34 0.1   35 0.1

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 投資有価証券     6,275 7,626   7,168 

２ 長期差入 
  保証金 

    513 511   513 

３ 保険積立金     264 171   259 

４ その他     2,290 1,883   2,010 

５ 貸倒引当金     △409 △284   △396 

投資その他の 
資産合計 

    8,933 19.8 9,909 22.2   9,555 20.6

固定資産合計     16,366 36.3 17,205 38.5   16,864 36.4

資産合計     45,036 100.0 44,683 100.0   46,368 100.0

            



  

  
  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

※２   13,344 11,123   13,973 

２ 短期借入金     35 165   105 

３ 未払金     1,580 1,574   1,421 

４ 未払法人税等     754 765   610 

５ 賞与引当金     184 174   166 

６ 返品調整引当金     174 151   176 

７ その他     662 774   786 

流動負債合計     16,735 37.2 14,729 32.9   17,238 37.2

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金     1,351 1,200   1,235 

２ 役員退職慰労 
  引当金 

    193 232   212 

３ その他     1,070 1,279   1,157 

固定負債合計     2,615 5.8 2,711 6.1   2,605 5.6

負債合計     19,351 43.0 17,441 39.0   19,844 42.8

(少数株主持分)           

少数株主持分     67 0.1 69 0.2   65 0.1

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     3,622 8.0 3,622 8.1   3,622 7.8

Ⅱ 資本剰余金     4,148 9.2 4,149 9.3   4,149 8.9

Ⅲ 利益剰余金     17,672 39.2 18,822 42.1   18,346 39.6

Ⅳ 土地再評価差額金     △1,429 △3.1 △1,429 △3.2   △1,429 △3.1

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

    1,745 3.9 2,146 4.8   1,930 4.2

Ⅵ 為替換算調整勘定     △44 △0.1 △32 △0.1   △56 △0.1

Ⅶ 自己株式     △98 △0.2 △105 △0.2   △103 △0.2

資本合計     25,617 56.9 27,173 60.8   26,459 57.1

負債、少数株主 
持分及び 
資本合計 

    45,036 100.0 44,683 100.0   46,368 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     38,485 100.0 37,041 100.0   80,582 100.0

Ⅱ 売上原価     29,579 76.8 28,697 77.5   63,029 78.2

売上総利益     8,906 23.2 8,344 22.5   17,552 21.8

返品調整引当金 
繰入差額 

    △47 △0.1 △25 △0.1   △45 △0.0

(差引)売上総利益     8,953 23.3 8,369 22.6   17,597 21.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

          

１ 運賃及び 
  物流諸掛 

  1,812   1,775 3,724   

２ 広告宣伝及び 
  販売促進費 

  177   153 353   

３ 給料諸手当   2,483   2,351 4,949   

４ 賞与金   526   455 895   

５ 福利厚生費   561   493 1,070   

６ 賞与引当金 
  繰入額 

  161   152 145   

７ 退職給付費用   320   296 636   

８ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 

  16   19 34   

９ 旅費交通費   375   373 729   

10 通信費   124   131 252   

11 賃借料   455   455 917   

12 減価償却費   114   85 203   

13 その他   502 7,632 19.9 485 7,230 19.5 927 14,841 18.4

営業利益     1,321 3.4 1,138 3.1   2,755 3.4

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   4   18 17   

２ 受取配当金   50   38 65   

３ 不動産賃貸料   45   38 88   

４ 雑収入   74 176 0.5 74 169 0.4 137 308 0.4

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   36   71 94   

２ 不動産賃貸費用   14   13 29   

３ 為替差損   50   32 3   

４ 出資金損失費   30   ― ―   

５ 雑損失   17 150 0.4 10 128 0.3 50 178 0.2

経常利益     1,347 3.5 1,179 3.2   2,886 3.6

            



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益           

１ 投資有価証券 
  売却益 

  99   428 99   

２ 固定資産売却益 ※１ 1   ― 1   

３ 退職給付会計 
  基準変更時差異 

  37   37 74   

４ 貸倒引当金 
  戻入益 

  233   54 210   

５ その他の 
  特別利益 

  ― 371 1.0 0 520 1.4 ― 386 0.5

Ⅶ 特別損失           

１ 投資有価証券 
  評価損 

  49   13 49   

２ 投資有価証券 
  売却損 

  4   1 6   

３ 固定資産売却損 ※２ ―   0 ―   

４ 固定資産除却損 ※３ 9   3 22   

５ 長期前払費用 
  除却損 

  10   10 38   

６ 貸倒引当金 
  繰入額 

※４ 6   ― 8   

７ 工場閉鎖損 ※５ 95   ― 84   

８ たな卸資産 
  評価損 

  ―   204 ―   

９ その他の 
  特別損失 

  8 185 0.5 7 240 0.7 25 235 0.3

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    1,533 4.0 1,459 3.9   3,037 3.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  750   734 1,342   

法人税等調整額   △68 682 1.8 △23 710 1.9 19 1,362 1.7

少数株主利益     4 0.0 4 0.0   2 0.0

中間(当期) 
純利益 

    847 2.2 745 2.0   1,673 2.1

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  
  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

資本剰余金の部     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   4,148 4,149   4,148

Ⅱ 資本剰余金増加高     

  自己株式処分差益 ― ― 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  4,148 4,149   4,149

      

利益剰余金の部     

Ⅰ 利益剰余金期首残高  17,016 18,346  17,016

Ⅱ 利益剰余金増加高     

中間(当期)純利益 847 847 745 745 1,673 1,673

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 147 228 300 

２ 役員賞与金 43 40 43 

(うち監査役賞与金) (3) 191 (4) 268 (3) 343

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  17,672 18,822   18,346

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間 
  (当期)純利益 

 1,533 1,459 3,037

２ 減価償却費  161 134 300

３ 貸倒引当金の減少額  △267 △153 △271

４ 賞与引当金の増減額 
  (△は減少) 

 △5 7 △23

５ 返品調整引当金の減少額  △47 △25 △45

６ 退職給付引当金の減少額  △6 △35 △122

７ 受取利息及び受取配当金  △55 △56 △83

８ 支払利息  36 71 94

９ 投資有価証券売却益  △99 △428 △99

10 投資有価証券売却損  4 1 6

11 有形固定資産売却益  △1 ― △1

12 有形固定資産売却損  ― 0 ―

13 有形固定資産除却損  11 9 43

14 投資有価証券評価損  49 13 49

15 売上債権の減少額  5,045 2,626 3,486

16 たな卸資産の増減額 
  (△は増加) 

 △252 △81 187

17 仕入債務の減少額  △3,611 △2,856 △2,982

18 役員賞与の支払額  △43 △40 △43

19 その他  △323 94 △256

小計  2,128 742 3,276

20 利息及び配当金の受取額  55 51 83

21 利息の支払額  △38 △73 △98

22 法人税等の支払額  △1,031 △608 △1,767

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,114 111 1,495

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の払戻による収入  ― 6 ―

２ 有価証券の取得による支出  ― ― △200

３ 有価証券の売却による収入  ― ― 200

４ 有形固定資産の取得による 
  支出 

 △185 △96 △213

５ 有形固定資産の売却による 
  収入 

 6 0 6

６ 投資有価証券の取得による 
  支出 

 △334 △413 △755

７ 投資有価証券の売却による 
  収入 

 330 656 473

８ 貸付けによる支出  △65 △99 △175

９ 貸付金の回収による収入  15 25 44

10 その他  8 5 18

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △224 85 △602



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増減額 
  (△は減少) 

 △20 60 50

２ 長期借入金の返済による 
  支出 

 △50 ― △50

３ 配当金の支払額  △147 △228 △300

４ その他  △7 △2 △12

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △225 △171 △312

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 0 11 △4

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  665 38 575

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 2,870 3,446 2,870

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 3,536 3,484 3,446



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 ９社 

  連結子会社の名称 

  ティー・エフ・シー㈱ 

  ティー・ティー・シー

㈱ 

  ㈱タキヒヨーケミカ 

  瀧兵香港有限公司 

  東海寝装㈱ 

  ㈱タキヒヨー・オペレ

ーション・プラザ 

  ㈱キンヨーファブリッ

ク 

  ㈱タキヒヨーテクニー 

  ㈱中部流通センター 

(1) 連結子会社の数 ９社 

  連結子会社の名称 

同左 

(1) 連結子会社の数 ９社 

  連結子会社の名称 

同左 

  (2) 主要な非連結子会社の

名称 

  TAKIHYO ITALIA  

  S.P.A. 

(2) 主要な非連結子会社の

名称 

同左 

  

(2) 主要な非連結子会社の

名称 

同左 

  (3) 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由 

  非連結子会社４社は、

いずれも小規模会社で

あり、合計の総資産、

売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見

合う額)等はいずれも

中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

(3) 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由 

同左 

(3) 非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由 

  非連結子会社４社は、

いずれも小規模会社で

あり、合計の総資産、

売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見

合う額)等はいずれも

連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていない

ためであります。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用会社の数 

０社 

(1) 持分法適用会社の数 

０社 

(1) 持分法適用会社の数 

０社 

  (2) 持分法を適用しない主

要な非連結子会社の名

称 

  TAKIHYO ITALIA  

  S.P.A. 

(2) 持分法を適用しない主

要な非連結子会社の名

称 

同左 

(2) 持分法を適用しない主

要な非連結子会社の名

称 

同左 

  (3) 非連結子会社について

持分法の適用範囲から

除いた理由 

  持分法を適用していな

い非連結子会社４社

は、それぞれ中間連結

純損益及び連結利益剰

余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体

としても重要性がない

ためであります。 

(3) 非連結子会社について

持分法の適用範囲から

除いた理由 

同左 

(3) 非連結子会社について

持分法の適用範囲から

除いた理由 

  持分法を適用していな

い非連結子会社４社

は、それぞれ連結純損

益及び連結利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体とし

ても重要性がないため

であります。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち、瀧兵香

港有限公司の中間決算日は

６月30日であります。な

お、決算日の差異が３ヶ月

を超えないため、当該中間

決算日に係る財務諸表を連

結しており、中間連結決算

日との間に重要な取引が生

じた場合には、連結上必要

な調整を行うことにしてお

ります。他の連結子会社の

中間決算日と中間連結決算

日は一致しております。 

同左 連結子会社のうち、瀧兵香

港有限公司の決算日は12月

31日であります。なお、決

算日の差異が３ヶ月を超え

ないため、当該決算日に係

る財務諸表を連結してお

り、連結決算日との間に重

要な取引が生じた場合に

は、連結上必要な調整を行

うことにしております。他

の連結子会社の事業年度末

日と連結決算日は一致して

おります。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

(a) たな卸資産 

  商品 

   主として移動平均法

による低価法 

  製品・仕掛品・原材料 

   主として個別原価法

による原価法 

(a) たな卸資産 

  商品 

同左 

  

  製品・仕掛品・原材料 

同左 

(a) たな卸資産 

  商品 

同左 

  

  製品・仕掛品・原材料 

同左 

    貯蔵品 

   最終仕入原価法によ

る原価法 

  貯蔵品 

同左 

  貯蔵品 

同左 

  (b) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算期末日の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定) 

(b) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

(b) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

     時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  (c) デリバティブ 

  時価法 

(c) デリバティブ 

同左 

(c) デリバティブ 

同左 

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

(a) 有形固定資産 

  定率法 

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。 

  但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物附属設備を除

く。)については、定

額法を採用しておりま

す。 

(a) 有形固定資産 

同左 

(a) 有形固定資産 

同左 

    (少額減価償却資産) 

  取得価額が10万円以上

20万円未満の資産につ

いては、３年間で均等

償却する方法を採用し

ております。 

    



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  (b) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。 

但し、ソフトウェア

(自社利用)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用してお

ります。 

(b) 無形固定資産 

同左 

(b) 無形固定資産 

同左 

  (c) 長期前払費用 

  定額法 

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。 

(c) 長期前払費用 

同左 

(c) 長期前払費用 

同左 

 (3) 重要な引当金の

計上基準 

(a) 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。 

(a) 貸倒引当金 

同左 

(a) 貸倒引当金 

同左 

  (b) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に

備えるため、支給見込

額のうち、当中間連結

会計期間の負担額を計

上しております。 

(b) 賞与引当金 

同左 

(b) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に

備えるため、支給見込

額のうち、当期の負担

額を計上しておりま

す。 

  (c) 返品調整引当金 

  タキヒヨー㈱は返品に

よる損失に備えるた

め、過去の返品率等を

勘案し、損失見込額を

計上しております。 

(c) 返品調整引当金 

同左 

(c) 返品調整引当金 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  (d) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。 

  なお、会計基準変更時

差異については、５年

による按分額を特別利

益で処理しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる定額法により、翌

連結会計年度から費用

処理することとしてお

ります。 

(d) 退職給付引当金 

同左 

(d) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連

結会計年度末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。 

  なお、会計基準変更時

差異については、５年

による按分額を特別利

益で処理しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる定額法により、翌

連結会計年度から費用

処理することとしてお

ります。 

  (e) 役員退職慰労引当金 

  タキヒヨー㈱と㈱中部

流通センターは役員の

退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づ

く中間連結会計期間末

の要支給額を計上して

おります。 

(e) 役員退職慰労引当金 

同左 

(e) 役員退職慰労引当金 

  タキヒヨー㈱と㈱中部

流通センターは役員の

退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上

しております。 

 (4) 重要な外貨建の

資産又は負債の

本邦通貨への換

算基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社

等の資産、負債、収益及び

費用は中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘定に

含めております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社

等の資産、負債、収益及び

費用は決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は資本の部における

為替換算調整勘定に含めて

おります。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

 (5) 重要なリース取

引の処理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

 (6) 重要なヘッジ会

計の方法 

(a) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、

為替予約及び通貨スワ

ップについては、振当

処理の要件を満たして

いる場合は振当処理

を、金利スワップにつ

いては特例処理の要件

を満たしている場合は

特例処理を採用してお

ります。 

(a) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、

為替予約及び通貨スワ

ップについては、振当

処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を

採用しております。 

(a) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、

為替予約及び通貨スワ

ップについては、振当

処理の要件を満たして

いる場合は振当処理

を、金利スワップにつ

いては特例処理の要件

を満たしている場合は

特例処理を採用してお

ります。 

  (b) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  
外貨建金銭

債権債務 

通貨 

スワップ 
 
外貨建金銭

債務 

金利 

スワップ 
 借入金 

(b) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  
外貨建金銭

債権債務 

通貨 

スワップ 
 
外貨建金銭

債務 

(b) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  
外貨建金銭

債権債務 

通貨 

スワップ 
 
外貨建金銭

債務 

金利 

スワップ 
 借入金 

  (c) ヘッジ方針 

  主として、当社の社内

管理規定に基づき、為

替変動リスク及び金利

変動リスクをヘッジし

ております。 

(c) ヘッジ方針 

  主として、当社の社内

管理規定に基づき、為

替変動リスクをヘッジ

しております。 

(c) ヘッジ方針 

  主として、当社の社内

管理規定に基づき、為

替変動リスク及び金利

変動リスクをヘッジし

ております。 

  (d) ヘッジ有効性評価の方

法 

  為替予約及び通貨スワ

ップにおいては、すべ

てが将来の実需取引に

基づくものであり、実

行の可能性が極めて高

いため有効性の判定を

省略しております。金

利スワップにおいて

は、特例処理の要件を

満たしているため有効

性の判定を省略してお

ります。 

(d) ヘッジ有効性評価の方

法 

  為替予約及び通貨スワ

ップにおいては、すべ

てが将来の実需取引に

基づくものであり、実

行の可能性が極めて高

いため有効性の判定を

省略しております。 

(d) ヘッジ有効性評価の方

法 

  為替予約及び通貨スワ

ップにおいては、すべ

てが将来の実需取引に

基づくものであり、実

行の可能性が極めて高

いため有効性の判定を

省略しております。金

利スワップにおいて

は、特例処理の要件を

満たしているため有効

性の判定を省略してお

ります。 



  

  

表示方法の変更 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

 (7) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資か

らなっております。 

前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

―――― (中間連結貸借対照表) 

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年6月

9日公布法律第97号)に基づき、前中間連結会計期間末ま

で投資その他の資産の「その他」に含めて表示しており

ました投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への

出資を、当中間連結会計期間末より「投資有価証券」に

含めて表示しております。なお、前中間連結会計期間末

の投資その他の資産の「その他」に含めて表示しており

ました当該出資の額は251百万円であります。 

  

(中間連結損益計算書) 

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年6月9

日公布法律第97号)に基づき、前中間連結会計期間まで営

業外費用の「出資金損失費」に含めて表示しておりまし

た投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

に対する持分損失(0百万円)は、営業外費用の10/100以下

であるため、当中間連結会計期間より「雑損失」に含め

て表示しております。なお、前中間連結会計期間の「出

資金損失費」に含めて表示しておりました当該持分損失

の額は29百万円であります。 

  

営業外費用の「出資金損失費」(1百万円)は、従来独立

掲記しておりましたが、営業外費用の10/100以下である

ため、当中間連結会計期間より「雑損失」に含めて表示

しております。 

  



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第9号)が平成15

年3月31日に公布され、平成16年4月

1日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当中間連結会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年2月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費

が30百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益が

同額減少しております。 

  

――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年８月31日) 

前連結会計年度末 
(平成17年２月28日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,455百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,524百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,515百万円 

※２ 担保に供している資産 

   上記資産を買掛金35百万円の

担保に供しております。 

現金及び預金 50百万円

※２ 担保に供している資産 

   上記資産を買掛金37百万円の

担保に供しております。 

現金及び預金 50百万円

※２ 担保に供している資産 

   上記資産を買掛金37百万円の

担保に供しております。 

現金及び預金 50百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

※１ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

車両運搬具 1百万円

※１    ――― ※１ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

車両運搬具 1百万円

※２    ――― ※２ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

車両運搬具 0百万円

※２    ――― 

※３ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

建物 9百万円

構築物 0百万円

器具備品 0百万円

計 9百万円

※３ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

建物 1百万円

構築物 0百万円

機械装置 2百万円

器具備品 0百万円

計 3百万円

※３ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

建物 19百万円

構築物 0百万円

器具備品 2百万円

計 22百万円

※４ 会員権に対する貸倒引当金繰

入額であります。 

※４    ――― ※４ 会員権に対する貸倒引当金繰

入額であります。 

※５ 工場閉鎖損は、ティー・エ

フ・シー㈱滋賀工場の閉鎖

によるものであり、同工場

の閉鎖に伴う退職者の退職

給付会計基準変更時差異の

処理額19百万円を含んでお

ります。 

※５    ――― ※５ 工場閉鎖損は、ティー・エ

フ・シー㈱滋賀工場の閉鎖

によるものであり、同工場

の閉鎖に伴う退職者の退職

給付会計基準変更時差異の

処理額19百万円を含んでお

ります。 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成16年８月31日) 

現金及び預金勘定 3,592百万円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金 
△56百万円

現金及び 

現金同等物 
3,536百万円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成17年８月31日) 

現金及び預金勘定 3,534百万円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
△50百万円

現金及び 

現金同等物 
3,484百万円

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成17年２月28日) 

現金及び預金勘定 3,503百万円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△56百万円

現金及び 

現金同等物 
3,446百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

貸主側 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

貸主側 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

貸主側 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

  

  
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

中間 
期末残高

(百万円)

その他 
(器具 
備品) 

8 1 6

  

  
取得価額

(百万円)

減価償却

累計額 
(百万円)

中間

期末残高

(百万円)

その他 
(器具 
備品) 

7 3 3

  

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高

(百万円)

その他

(器具 
備品) 

8 2 5 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高及び見積残

存価額の残高の合計額が、

営業債権の中間期末残高等

に占める割合が低いため、

受取利子込み法により算定

しております。 

１年内 1百万円

１年超 6百万円

合計 8百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注)    同左 

１年内 1百万円

１年超 4百万円

合計 6百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高及び見積残存価額の

残高の合計額が、営業債権

の期末残高等に占める割合

が低いため、受取利子込み

法により算定しておりま

す。 

１年内 1百万円

１年超 5百万円

合計 7百万円

 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0百万円

 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0百万円

 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 1百万円

減価償却費 1百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年８月31日) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 減損処理した有価証券については、減損処理後の帳簿価額を取得原価としております。なお、当中間連結会計期間における

減損処理額は0百万円であります。 

  

(2) 時価評価されていない有価証券 

  

当中間連結会計期間末(平成17年８月31日) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

(2) 時価評価されていない有価証券 

  

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

 ① 株式 2,544 5,452 2,907

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 516 548 31

合計 3,061 6,000 2,938

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

 ① 子会社株式及び関連会社株式 43

 ② その他有価証券 

   非上場株式(店頭売買株式を除く) 231

合計 274

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

 ① 株式 2,378 5,927 3,549

 ② 債券  

    社債 207 202 △4

    その他 100 93 △6

 ③ その他 822 899 76

合計 3,509 7,123 3,614

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

 ① 子会社株式及び関連会社株式 43

 ② その他有価証券 

   非上場株式 225

   投資事業組合出資持分 234

合計 503



前連結会計年度末(平成17年２月28日) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

(2) 時価評価されていない有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年８月31日) 

当企業集団が行うデリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しておりますので、デリバティブ取引の契約

額等、時価及び評価損益については、開示の対象から除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年８月31日) 

当企業集団が行うデリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しておりますので、デリバティブ取引の契約

額等、時価及び評価損益については、開示の対象から除いております。 

  

前連結会計年度末(平成17年２月28日) 

当企業集団が行うデリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しておりますので、デリバティブ取引の契約

額等、時価及び評価損益については、開示の対象から除いております。 

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

 ① 株式 2,677 5,879 3,202

 ② 債券  

    その他 100 97 △2

 ③ その他 616 668 51

合計 3,393 6,644 3,250

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

 ① 子会社株式及び関連会社株式 43

 ② その他有価証券 

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 239

  投資事業組合出資持分 241

合計 523



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

  

  
繊維製品の製造 
販売関連事業 
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

36,563 1,922 38,485 ― 38,485

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

0 830 830 (830) ―

計 36,563 2,752 39,316 (830) 38,485

営業費用 35,330 2,680 38,011 (847) 37,164

営業利益 1,232 71 1,304 16 1,321

  
繊維製品の製造 
販売関連事業 
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

35,034 2,006 37,041 ― 37,041

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 829 829 (829) ―

計 35,034 2,836 37,871 (829) 37,041

営業費用 33,988 2,752 36,741 (837) 35,903

営業利益 1,046 83 1,129 8 1,138

  
繊維製品の製造 
販売関連事業 
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

76,739 3,842 80,582 ― 80,582

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

0 1,680 1,680 (1,680) ―

計 76,740 5,523 82,263 (1,680) 80,582

営業費用 74,113 5,407 79,521 (1,694) 77,826

営業利益 2,626 115 2,742 13 2,755



(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、繊維製品の製造販売関連事業、その他の事業に区分して

おります。 

２ 各事業の主要な製品 

(1) 繊維製品の製造販売関連事業 

   アパレル………婦人服・婦人洋品、子供洋品・ベビー服、紳士洋品、ラウンジウェア・インテリア 

   テキスタイル…服地 

(2) その他の事業 

   合成樹脂……合成樹脂原料(レジン)、樹脂フィルム 

   産業資材……産業用繊維、家具、自動車部品 

   物流事業……商品物流関連事業 

   賃貸事業……事務機器等のリース、不動産の賃貸管理 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度において、本邦の売上高は、全セグメント売

上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度において、海外売上高は、いずれも連結売上

高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり純資産額 

671円48銭 

１株当たり純資産額 

712円48銭 

１株当たり純資産額 

692円65銭 

１株当たり中間純利益 

22円20銭 

１株当たり中間純利益 

19円54銭 

１株当たり当期純利益 

42円81銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

当社は、平成16年8月12日付で普通

株式1株に対し普通株式2株の割合で

株式分割を行いました。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の1株当たり

情報についてはそれぞれ以下のとお

りとなります。 

前中間連結会計期間 前連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額
606円89銭 650円76銭

１株当たり 
中間純利益 

１株当たり 
当期純利益 

20円06銭 49円25銭

  当社は、平成16年８月12日付で普通

株式１株に対し普通株式２株の割合

で株式分割を行いました。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前連結会計

年度における１株当たり情報につい

ては以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 

650円76銭 

１株当たり当期純利益 

49円25銭 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

中間(当期)純利益(百万円) 847 745 1,673

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

― ― 40

(うち利益処分による役員賞与金
(百万円)) 

(―) (―) (40)

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円) 

847 745 1,633

普通株式の期中平均株式数(千株) 38,155 38,140 38,150



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

――― 当社は、平成17年11月14日開催の取

締役会において株式分割による新株

式の発行を行う旨の決議をしており

ます。 

１ 平成18年１月18日付をもって、

平成17年11月30日最終の株主名

簿および実質株主名簿に記載ま

たは記録された株主の所有株式

数を、１株につき1.5株の割合

で分割します。 

２ 分割により増加する株式数 

   普通株式   19,209,600株 

３ 配当起算日 平成17年９月１日 

  

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合の(１株当たり情報)の

各数値はそれぞれ以下のとおりとな

ります。 

前中間連結 
会計期間 

当中間連結
会計期間 

前連結
会計年度 

１株当たり 
純資産額 
447円66銭 

１株当たり
純資産額 
474円99銭

１株当たり
純資産額 
461円76銭

１株当たり 
中間純利益 
14円80銭 

１株当たり
中間純利益 
13円03銭

１株当たり
当期純利益 
28円54銭

――― 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     2,970 2,782   2,788 

２ 受取手形     4,151 3,614   6,731 

３ 売掛金     13,621 13,063   12,600 

４ たな卸資産     3,959 3,897   3,550 

５ 短期貸付金     546 751   685 

６ その他 ※３   839 1,019   669 

７ 貸倒引当金     △45 △177   △54 

流動資産合計     26,043 63.7 24,951 61.4   26,971 63.6

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産           

１ 建物 ※１   1,548 1,432   1,483 

２ 土地     2,836 2,836   2,836 

３ その他 ※１   636 640   626 

有形固定資産 
合計 

    5,021 12.3 4,909 12.1   4,946 11.7

(2) 無形固定資産     31 0.1 29 0.1   30 0.1

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 投資有価証券     7,419 8,740   8,312 

２ 長期貸付金     147 150   168 

３ その他     2,581 2,094   2,299 

４ 貸倒引当金     △349 △246   △338 

投資その他の 
資産合計 

    9,799 23.9 10,739 26.4   10,441 24.6

固定資産合計     14,852 36.3 15,678 38.6   15,417 36.4

資産合計     40,896 100.0 40,629 100.0   42,389 100.0

            



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形     1,024 618   1,815 

２ 外貨支払手形     2,658 3,134   2,562 

３ 買掛金     8,643 6,455   8,605 

４ 短期借入金     ― 205   ― 

５ 未払法人税等     650 697   577 

６ 引当金     306 276   296 

７ その他 ※３   2,220 2,331   2,193 

流動負債合計     15,505 37.9 13,718 33.8   16,049 37.9

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     205 30   255 

２ 退職給付引当金     1,006 880   943 

３ 役員退職慰労 
  引当金 

    192 229   210 

４ その他     688 854   789 

固定負債合計     2,093 5.1 1,994 4.9   2,198 5.2

負債合計     17,598 43.0 15,713 38.7   18,248 43.1

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     3,622 8.9 3,622 8.9   3,622 8.5

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金     4,148 4,148   4,148 

２ その他資本 
剰余金 

    0 0   0 

資本剰余金合計     4,148 10.1 4,149 10.2   4,149 9.8

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金     806 806   806 

２ 任意積立金     11,627 12,616   11,627 

３ 中間(当期) 
  未処分利益 

    2,875 3,110   3,537 

利益剰余金合計     15,308 37.4 16,533 40.7   15,970 37.7

Ⅳ 土地再評価差額金     △1,429 △3.5 △1,429 △3.5   △1,429 △3.4

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

    1,745 4.3 2,146 5.3   1,930 4.5

Ⅵ 自己株式     △98 △0.2 △105 △0.3   △103 △0.2

資本合計     23,297 57.0 24,916 61.3   24,140 56.9

負債・資本合計     40,896 100.0 40,629 100.0   42,389 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     35,571 100.0 34,015 100.0   74,696 100.0

Ⅱ 売上原価     26,982 75.8 25,921 76.2   57,746 77.3

売上総利益     8,588 24.2 8,093 23.8   16,949 22.7

返品調整引当金 
繰入差額 

    △46 △0.1 △25 △0.1   △45 △0.0

(差引) 
売上総利益 

    8,634 24.3 8,118 23.9   16,994 22.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    7,392 20.8 7,031 20.7   14,359 19.2

営業利益     1,242 3.5 1,087 3.2   2,635 3.5

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   7   20 23   

２ その他   163 171 0.5 142 162 0.5 274 297 0.4

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   39   73 99   

２ その他   121 161 0.5 65 139 0.4 90 189 0.2

経常利益     1,252 3.5 1,110 3.3   2,743 3.7

Ⅵ 特別利益 ※２   366 1.0 534 1.5   400 0.5

Ⅶ 特別損失 ※３   173 0.5 217 0.6   219 0.3

税引前中間 
(当期)純利益 

    1,445 4.0 1,427 4.2   2,924 3.9

法人税、住民税 
及び事業税 

  650   669 1,286   

法人税等調整額   △24 625 1.7 △71 597 1.8 2 1,288 1.7

中間(当期) 
純利益 

    820 2.3 830 2.4   1,635 2.2

前期繰越利益     2,054 2,280   2,054 

中間配当額     ― ―   152 

中間(当期) 
未処分利益 

    2,875 3,110   3,537 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

  移動平均法による低価

法 

(1) たな卸資産 

同左 

(1) たな卸資産 

同左 

  (2) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   移動平均法による原

価法 

(2) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(2) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算期末日の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

     時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  (3) デリバティブ 

  時価法 

(3) デリバティブ 

同左 

(3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。 

  但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物附属設備を除

く。)については、定

額法を採用しておりま

す。 

  (少額減価償却資産) 

  取得価額が10万円以上

20万円未満の資産につ

いては、３年間で均等

償却する方法を採用し

ております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。 

但し、ソフトウェア

(自社利用)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用してお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法 

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に

備えるため、支給見込

額のうち、当中間会計

期間の負担額を計上し

ております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に

備えるため、支給見込

額のうち、当期の負担

額を計上しておりま

す。 

  (3) 返品調整引当金 

  返品による損失に備え

るため、過去の返品率

等を勘案し、損失見込

額を計上しておりま

す。 

(3) 返品調整引当金 

同左 

(3) 返品調整引当金 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。 

  なお、会計基準変更時

差異については、５年

による按分額を特別利

益で処理しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる定額法により翌事

業年度から費用処理す

ることとしておりま

す。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき計上してお

ります。 

  なお、会計基準変更時

差異については、５年

による按分額を特別利

益で処理しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる定額法により翌事

業年度から費用処理す

ることとしておりま

す。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

払に備えるため、内規

に基づく中間会計期間

末の要支給額を計上し

ております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

払に備えるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

５ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、

為替予約及び通貨スワ

ップについては、振当

処理の要件を満たして

いる場合は振当処理

を、金利スワップにつ

いては特例処理の要件

を満たしている場合は

特例処理を採用してお

ります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、

為替予約及び通貨スワ

ップについては、振当

処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を

採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、

為替予約及び通貨スワ

ップについては、振当

処理の要件を満たして

いる場合は振当処理

を、金利スワップにつ

いては特例処理の要件

を満たしている場合は

特例処理を採用してお

ります。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  
外貨建金銭
債権債務 

通貨 
スワップ 

 
外貨建金銭
債務 

金利 
スワップ 

 借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約
外貨建金銭
債権債務 

通貨
スワップ 

外貨建金銭
債務 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  
外貨建金銭
債権債務 

通貨
スワップ 

 
外貨建金銭
債務 

金利
スワップ 

 借入金 

  (3) ヘッジ方針 

  当社の社内管理規定に

基づき、為替変動リス

ク及び金利変動リスク

をヘッジしておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

  当社の社内管理規定に

基づき、為替変動リス

クをヘッジしておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

  当社の社内管理規定に

基づき、為替変動リス

ク及び金利変動リスク

をヘッジしておりま

す。 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  為替予約及び通貨スワ

ップにおいては、すべ

てが将来の実需取引に

基づくものであり、実

行の可能性が極めて高

いため有効性の判定を

省略しております。金

利スワップにおいて

は、特例処理の要件を

満たしているため有効

性の判定を省略してお

ります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  為替予約及び通貨スワ

ップにおいては、すべ

てが将来の実需取引に

基づくものであり、実

行の可能性が極めて高

いため有効性の判定を

省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  為替予約及び通貨スワ

ップにおいては、すべ

てが将来の実需取引に

基づくものであり、実

行の可能性が極めて高

いため有効性の判定を

省略しております。金

利スワップにおいて

は、特例処理の要件を

満たしているため有効

性の判定を省略してお

ります。 



  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

     同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

――― 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年6月9

日公布法律第97号)に基づき、前中間会計期間末まで投資

その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

を、当中間会計期間末より「投資有価証券」に含めて表

示しております。なお、前中間会計期間末の投資その他

の資産の「その他」に含めて表示しておりました当該出

資の額は251百万円であります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第9号)が平成15

年3月31日に公布され、平成16年4月

1日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当中間会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」(平成16年2月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

28百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が同額減少

しております。 

  

――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年８月31日) 

前事業年度末 
(平成17年２月28日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       2,197百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       2,281百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       2,238百万円 

 ２ 偶発債務 

   関係会社の取引保証 

    ㈱タキヒヨーケミカ 

118百万円 

 ２ 偶発債務 

   関係会社の取引保証 

    ㈱タキヒヨーケミカ 

70百万円 

 ２ 偶発債務 

   関係会社の取引保証 

    ㈱タキヒヨーケミカ 

82百万円 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び預り消費税

等は相殺の上、流動負債のそ

の他に含めております。 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び預り消費税

等は相殺の上、流動資産のそ

の他に含めております。 

※３     ――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 69百万円

無形固定資産 1百万円

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 59百万円

無形固定資産 1百万円

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 138百万円

無形固定資産 3百万円

※２ 特別利益の主な内訳 

投資有価証券 
売却益 

79百万円

退職給付 
会計基準 
変更時差異 

57百万円

貸倒引当金 
戻入益 

228百万円

※２ 特別利益の主な内訳 

投資有価証券
売却益 

428百万円

退職給付
会計基準 
変更時差異 

57百万円

貸倒引当金
戻入益 

48百万円

※２ 特別利益の主な内訳 

投資有価証券 
売却益 

79百万円

退職給付
会計基準 
変更時差異 

114百万円

貸倒引当金 
戻入益 

204百万円

※３ 特別損失の主な内訳 

投資有価証券 
評価損 

49百万円

子会社支援損 95百万円

※３ 特別損失の主な内訳 

投資有価証券
評価損 

43百万円

貸倒引当金繰
入額 

160百万円

※３ 特別損失の主な内訳 

投資有価証券 
評価損 

49百万円

子会社支援損 86百万円

      



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

借主側 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

借主側 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

借主側 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

その他 
(車両運 
搬具) 

8 6 2

その他 
(器具 
備品) 

50 38 12

合計 59 44 14

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

その他 
(器具 
備品) 

94 37 57

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

その他
(車両運 
搬具) 

8 8 0 

その他
(器具 
備品) 

50 42 8 

合計 59 50 9 

      

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

 (注)    同左  (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 9百万円

１年超 5百万円

合計 14百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 14百万円

１年超 42百万円

合計 57百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 7百万円

１年超 1百万円

合計 9百万円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 6百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年８月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年８月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成17年２月28日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  



(2) 【その他】 

平成17年10月13日開催の取締役会において、第95期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

中間配当による配当金の総額 152百万円

１株当たりの金額 4円00銭

中間配当支払開始日 平成17年11月18日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第94期) 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

  平成17年５月26日 
東海財務局長に提出。 

            
  有価証券報告書の 

訂正報告書 
事業年度 
(第91期) 

自 平成13年３月１日
至 平成14年２月28日

  平成17年５月26日 
東海財務局長に提出。 

            
  有価証券報告書の 

訂正報告書 
事業年度 
(第92期) 

自 平成14年３月１日
至 平成15年２月28日

  平成17年５月26日 
東海財務局長に提出。 

            
  有価証券報告書の 

訂正報告書 
事業年度 
(第93期) 

自 平成15年３月１日
至 平成16年２月29日

  平成17年５月26日 
東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

タキヒヨー株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタキ

ヒヨー株式会社の平成16年３月１日から平成17年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年３月１日か

ら平成16年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、タキヒヨー株式会社及び連結子会社の平成16年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

平成16年11月17日 

新日本監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  臼  井  孝  嘉  ㊞ 

代表社員
関与社員

  公認会計士  谷  口  定  敏  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

タキヒヨー株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタキ

ヒヨー株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年３月１日か

ら平成17年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、タキヒヨー株式会社及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

平成17年11月16日 

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  臼  井  孝  嘉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  谷  口  定  敏  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

タキヒヨー株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタキヒ

ヨー株式会社の平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第94期事業年度の中間会計期間(平成16年３月１日から平

成16年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、タキヒヨー株式会社の平成16年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年３月１

日から平成16年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

平成16年11月17日 

新日本監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  臼  井  孝  嘉  ㊞ 

代表社員
関与社員

  公認会計士  谷  口  定  敏  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

タキヒヨー株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタキヒ

ヨー株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第95期事業年度の中間会計期間(平成17年３月１日から平

成17年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、タキヒヨー株式会社の平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年３月１

日から平成17年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

平成17年11月16日 

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  臼  井  孝  嘉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  谷  口  定  敏  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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